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・事業環境と荷動きの概況については、雇用・所得環境の改善が続く中で国内
需要が下支えしたものの、米中貿易摩擦を背景とした世界経済の減速や地政
学リスクの高まりなど、景気の下押し要因が顕在化。

・こうした経営環境のもと、国内貨物は、消費関連貨物が堅調に推移し、倉庫、
トラック輸送、海運を中心に取り扱いを伸長。

国際貨物は、全世界において一般機械や電子機器関連の航空貨物輸送が鈍
化し、当社においても航空貨物の取り扱いは、総じて緩慢に推移。

・この結果、連結の売上高は、ほぼ前年並みとなったが、営業利益、経常利益
は、社員制度改革に伴う人件費等の増加もあり、減益。

・営業外収支は、受取配当金の増加や、為替差益の増加等により対前同１２億
円増加。

・特別利益、特別損益は、前年は、土地建物等の売却による固定資産処分益
や、遊休地をバルク処分した際の固定資産処分損の計上等があったが、今期
は、４億円の損失増。
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・海外の第１四半期は、１－３月期。海外ブロック合計では、為替の影響を除い
た現地通貨ベースでも増収・増益。
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・料金改定の取組みについては、３４億円の収入増加の効果、一方外注費の
単価上昇の影響が２８億円となり、増益効果は５億円。
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・連結、個別とも、４月２６日に発表した数値を据え置き。

・第１四半期については、ほぼ計画どおりの業績になったものの、国内外にお
いて荷動きは総じて緩慢な状況。
一方で、国内の人手不足や、世界経済の不透明感は継続しており、当社を取
り巻く事業環境は、引き続き予断を許さない状況が継続。
グループの総力を挙げて、営業力の強化に努めるとともに、収益性を高め、利
益を生み出していく。
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・売上高については、海外売上高が為替の影響により４月２６日発表の見通し
と比較して１３０億円減少、物流サポートは日通キャピタルのロジスティクスファ
イナンスの増加などにより、１３０億円の増収見込み。

・日本については、航空貨物の輸出入が引き続き軟調であり、本年第２四半期
から下期についても、現時点で回復する見通しではなく、大変厳しい状況。

６月の個別の売上高の実績を見る限り、倉庫・保管庫事業を除き、自動車、海
運でも売上高が対前同でマイナスに転じており、顧客の荷動きなどが鈍化する
傾向。

一方で、外注費の上昇、米中貿易摩擦を含む国際情勢については、不確実性
の高さが継続しており、下期以降の見通しが難しい状況。

・海外についても、第１四半期については売上高・営業利益とも対前同を上
回ってはいるものの、足元での状況は減収基調で、計画と比較して下振れ傾
向が強くなっている。
また人件費や外注費の上昇が顕著になりつつあり、収益性の悪化も懸念。

・各顧客からのヒアリング結果による物流動向や、海外における景気動向の不
透明感が強く、現時点での通期見通しは、売上高・営業利益などの経営目標
は据え置くものの、期首予想のストーリーとしてあった下期景気回復を前提とし
た業績見通しについては、徐々に厳しい状況となっていると認識。
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◇１Ｑ単四半期の概況（減収、減益）

・個別での社員制度改革などによる人件費増の影響が大きく、減益。

・鉄道輸送では、自動車関連部品などの取り扱いが増加したが、前年度の災
害影響による顧客の鉄道離れから完全に回復できず、かつ、荷動きが鈍化し
ており、料金改定を進めているものの、減収。

・トラック輸送では、鉄鋼などの荷動きが堅調に推移したものの、自動車関連部
品の一部顧客が大幅減となり、減収。

・海運では、前年度のスポット輸出の反動や、キャリアのアライアンス変更に伴
うコンテナターミナル業務の喪失があったものの、輸入業務の増加や積極的な
入札対応による海運輸出の取り込みにより、増収。

・航空では、日本発輸出混載貨物の重量が、対前年でマイナス３６．７％と大幅
に減少し、マーケットの減少率マイナス２６．０％を大きく下回った。

前年に好調だった欧州地域向けの自動車関連部品や、アジア向けの電子部
品、半導体関連部品の輸出などのスポット貨物が大きく落ち込み、減収。
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◇１Ｑ単四半期の概況（増収、利益横ばい）

・為替の影響を除いた現地通貨ベースでは、増収、減益。

・世界景気の影響を受け、航空輸出が落ち込んだものの、海運輸出、倉庫、自
動車輸送などでカバーし、増収。

・営業利益は、費用面では、航空取扱量の減少に伴う利用費の減少や人件費
等管理コストの圧縮を図ったものの、微増。
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◇１Ｑ単四半期の概況（増収、増益）

・航空輸出が、アパレル関連の取扱い減少、イタリアやベルギーで前年スポット
の反動減などにより減収となったものの、倉庫配送業務では、既存顧客の取扱
いと、Franco Vago社・Traconf 社での取扱いも堅調に推移し、増収。

・費用面では引き続き人件費が高止まりしているが、増収や前年のTraconf社
の連結化に伴う一時費用がなくなったため、増益。
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◇１Ｑ単四半期の概況（減収、増益）

・欧州・アジア向けの海運輸出や倉庫配送が堅調で、売上高増となったが、
航空輸出での一部失注や北米向けの取扱い減少により、全体では減収。

・営業利益は、航空利用費が数量減と単価下落により大きく減少したことや、
固定費の圧縮に努めた結果、増益。
営業利益率も、0.9ポイント改善。
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◇１Ｑ単四半期の概況（増収、減益）

・航空輸出で、顧客の失注やスポット減の影響により、減収となったが、

海運・倉庫配送において、自動車関連やアパレルを中心に取扱いを伸ばした
結果、全体では増収。

・営業利益は、利用費高騰や下請費増加の影響が続き、 利益を圧迫した結
果、減益。
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◇１Ｑ単四半期の概況（増収、減益）

・外部顧客へのSD機の販売による売上高増はあったものの、金融機関の店舗

統合やコスト削減による設定便の減便に加え、社員制度改革や賞与支給対象
期間の変更による人件費増の影響により、大幅減益で１１億円の営業赤字。
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◇１Ｑ単四半期の概況（増収、減益）

・国内外における風力発電関係の輸送・据え付けや、国内のプラントでのシャッ
トダウンメンテナンスが、ほぼ計画通りに推移し増収。

・人件費高騰などの影響もあり、営業利益は微減。
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◇１Ｑ単四半期の概況（増収、増益）

・日通キャピタルでのWindows１０の代替え需要によるロジスティクスファイナン
スが好調に推移したこともあり、増収。

・日通商事においては、石油販売が単価減により減収、ロジスティクス・サポー
ト事業が、輸出梱包の減少により落ち込み、鉄鋼製品などの物流機器販売は
貢献したものの、減収。
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・個別の航空が、大幅減益。

・アカウント営業を担当する支店も、前年に利益貢献した航空輸出が落ち込ん
だため、減益。

・個別の海運も減益。

・個別の自動車、鉄道、倉庫等を主に取り扱う国内ブロックと、国内の連結会
社は、旺盛な倉庫需要への対応や空坪対策、適正料金の収受により利益を伸
長。
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・人件費は、社員制度改革や、賞与支給対象期間の変更による影響が出た
一方、超勤削減と人員減などとの相殺により、５６億円の費用増。

・利用運送費は、航空利用費が輸出数量が大幅減となった影響により前年比
で大きく減少。

・船舶利用費は、前年度のスポット貨物の剥落はあったものの、新規入札獲
得による数量増などにより増加となったが、おおむね想定どおりで推移。

・外注費につきましては、単価上昇による影響はあったが、顧客への料金転
嫁も進めるなか、想定内の上昇。
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